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１．当行の業績 （１）業務粗利益の推移

・03年度の業務粗利益は2,036億円（前年度比＋87億円、+4.4％）。
・04年度の業務粗利益予想は2,060億円（証券化要因除き03年度比＋4.1％）。
・03年度の業務粗利益は2,036億円（前年度比＋87億円、+4.4％）。
・04年度の業務粗利益予想は2,060億円（証券化要因除き03年度比＋4.1％）。

（注１）国際業務：外貨建部門の収益
（注２）国内業務（その他）： 債券等の売買損益・評価損益、金融派生商品等にかかる損益など
（注３）住宅ローン証券化益：03年8月実施の住宅ローン債権証券化（優先部分670億円を販売）による収益
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・03年度の経費は858億円（前年比▲43億円、▲4.7％）。引き続き経費削減に努力。
・03年度の調整後OHRは41.3％に改善。
・03年度の経費は858億円（前年比▲43億円、▲4.7％）。引き続き経費削減に努力。
・03年度の調整後OHRは41.3％に改善。

（注３）調整後ＯＨＲ ＝経費 ÷ 業務粗利益（債券5勘定尻＆債券デリバティブ損益調整後）

１．（２）経費・ＯＨＲの推移
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・03年度の業務純益は 1,178億円（前年比＋130億円、+12.4％）。
・04年度の業務純益予想は1,190億円（証券化要因除き03年度比＋6.2％）。
・03年度の業務純益は 1,178億円（前年比＋130億円、+12.4％）。
・04年度の業務純益予想は1,190億円（証券化要因除き03年度比＋6.2％）。

１．（３）業務純益（一般貸引繰入前）の推移
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・03年度の処理額は364億円（前年度比▲72億円、▲16.5％）。
・03年度の与信費用比率は0.47%（平残ベース）まで低下。
・03年度の処理額は364億円（前年度比▲72億円、▲16.5％）。
・03年度の与信費用比率は0.47%（平残ベース）まで低下。

（注）与信費用比率＝不良債権処理額（クレジットコスト）÷総貸出平残（国内部門）

１．（４）不良債権処理額の推移
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・03年度の当期純利益は474億円（前年度比+323億円）。
・04年度の当期純利益予想は 500億円（03年度比＋5.4％）。
・03年度の当期純利益は474億円（前年度比+323億円）。
・04年度の当期純利益予想は 500億円（03年度比＋5.4％）。

１．（５）当期純利益の推移
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・98年度以降、毎期利益計上により着実に剰余金を積上げ。
・03年度の期末剰余金は1,195億円（経営健全化計画比＋189億円）。
・98年度以降、毎期利益計上により着実に剰余金を積上げ。
・03年度の期末剰余金は1,195億円（経営健全化計画比＋189億円）。

（注）剰余金は、利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの（配当前ベース）

１．（６）剰余金の推移
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■ 利益計画
経営健全化計画を大幅に上回る実績を達成
■ 剰余金計画
優先株式返済の前提条件である１千億円
以上の積上げを達成
■ 自己資本強化計画
０１年１１月発行の転換社債６００億円（当初
期日０４年９月）の株式転換の達成
～０４年５月：コールオプション権利行使
により９９．９％が転換

■ 利益計画
経営健全化計画を大幅に上回る実績を達成
■ 剰余金計画
優先株式返済の前提条件である１千億円
以上の積上げを達成
■ 自己資本強化計画
０１年１１月発行の転換社債６００億円（当初
期日０４年９月）の株式転換の達成
～０４年５月：コールオプション権利行使
により９９．９％が転換

２．公的資金の返済 （１）公的資金返済の背景

内部要因内部要因

■ 早期処分の原則
早期健全化法の要請
■ 金融システム、資本市場の安定化
■ ペイオフ完全解禁
早期の顧客からの一層の信頼確立の必要性
■ メガバンク公的優先株式（6兆円超）の
一斉転換期日の接近
０５年度より順次期日到来

■ 早期処分の原則
早期健全化法の要請
■ 金融システム、資本市場の安定化
■ ペイオフ完全解禁
早期の顧客からの一層の信頼確立の必要性
■ メガバンク公的優先株式（6兆円超）の
一斉転換期日の接近
０５年度より順次期日到来

早期の公的資金返済

外部要因外部要因

迅速かつ柔軟な経営判断による

競争優位性の確保

⇒営業力・収益力のさらなる強化
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２．（２）公的資金返済の方法

・普通株式への転換時期が不透明

（将来の株価引下要因）

・売却先との取引への影響懸念

・急激な希薄化は発生しない（徐々に普通株式
へ転換）

・自己資本比率が低下しない

②優先株式での

第三者への売却

・急激な希薄化の発生・純粋民間資本へのシフトにより、資本の質が

向上⇒健全性向上により営業力・収益力の強

化にプラス
・自己資本比率が低下しない

・売却価格の透明性が確保される

・将来の株価引下げ要因が完全に排除できる

③普通株式転換

後の市場売却

・自己資本比率が低下する

（格付・顧客の信頼低下、資金調達力低下および調
達コスト増加、貸出増強の制約など業績への悪影響）

⇒過度な買入消却はむしろマイナス要因

・全額買入消却に時間を要する

・希薄化が発生しない

・資本効率が向上

①買入消却

デメリットメリット方法

中長期的な財務価値・株主価値の向上を目指すため、

①買入消却と③市場売却の組み合わせによる返済を選択

・当局の公的資金返済に係る指針で示されている方法は、方法①、方法②の２つ。
・方法③は、当行が要請した新たな方法。
・当局の公的資金返済に係る指針で示されている方法は、方法①、方法②の２つ。
・方法③は、当行が要請した新たな方法。
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・04年4月、当局に対し市場売却・買入消却等による公的資金全額返済を要請。
・公的資金の返済により、一層の財務基盤の強化と収益力・資本効率の向上をはかり、株主価値の向上
ならびに当行の財務価値の向上を実現していく。

・04年4月、当局に対し市場売却・買入消却等による公的資金全額返済を要請。
・公的資金の返済により、一層の財務基盤の強化と収益力・資本効率の向上をはかり、株主価値の向上
ならびに当行の財務価値の向上を実現していく。

２．（３）当局への要請

第２回

優先株式

３００億円

第１回

優先株式

７００億円

買入消却

買入消却

または金庫株として
取得

普通株式へ転換後

市場売却(売出し）

当局への要請内容当局への要請内容
＜要請のねらい＞

◎資本の質の向上

⇒財務基盤の強化

◎貸出増強のための資本の維持

⇒収益力の強化

◎資本の質の向上

⇒財務基盤の強化

◎貸出増強のための資本の維持

⇒収益力の強化

◎資本効率の向上◎資本効率の向上

株主価値の向上

財務価値の向上+

バリューアップ

市場売却の規模については、現在関係当局と協議中であり、
①今後の市場環境、②株価への影響度合い、③返済後の
Tier1比率などの諸要因におけるバランスを慎重に比較考
慮のうえ、決定していく予定。
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２．（４）Ｔｉｅｒ１比率との関係

・財務の安定性・健全性の観点からは、一定水準のＴｉｅｒ１比率は必要。・財務の安定性・健全性の観点からは、一定水準のＴｉｅｒ１比率は必要。

（注１）買入額は優先株ベース。優先株買入にともなうTier1減少額は注入額の120％と仮定
（注２）格付はR&I（格付投資情報センター）の格付を使用
（注３）A+格行平均は地銀13行、A格行平均は地銀5行（当行含む）、A-格行平均は地銀4行の単純平均値（15年9月期ベース）
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２．（５）自己資本比率の向上

（注１）ケース1：市場売却700億円（優先株ベース）、買入額300億円（優先株ベース）（Ｔｉｅｒ１減少額は、360億円と仮定）で算出
ケース2：市場売却500億円（優先株ベース）、買入額500億円（優先株ベース）（Ｔｉｅｒ１減少額は、600億円と仮定）で算出

（注２）04年度予想の算出におけるリスクアセットは、03年度実績を使用

・03年度（連結ベース・速報値）：Tier１比率 7.40％、自己資本比率 10.66％。
・公的優先株式の市場売却等により、自己資本の質が向上。

・03年度（連結ベース・速報値）：Tier１比率 7.40％、自己資本比率 10.66％。
・公的優先株式の市場売却等により、自己資本の質が向上。
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・公的資金導入後、リスク量を体力に見合った額（配賦可能自己資本額）まで圧縮。
・公的資金の返済により、リスク許容度が向上し、一層の「攻めの経営」が可能に。
・公的資金導入後、リスク量を体力に見合った額（配賦可能自己資本額）まで圧縮。
・公的資金の返済により、リスク許容度が向上し、一層の「攻めの経営」が可能に。

（注１）配賦可能自己資本 ＝ Tier1 － バッファ資本（リスクアセットの2％）－ 繰延税金資産
（注２）信用ﾘｽｸ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸは年間ＶａR, 株式ﾘｽｸは6ヶ月VaR, その他は月間VaR
（注３）ケース1：市場売却700億円（優先株ベース）、買入額300億円（優先株ベース）（Ｔｉｅｒ１減少額は、360億円と仮定）で算出
ケース2：市場売却500億円（優先株ベース）、買入額500億円（優先株ベース）（Ｔｉｅｒ１減少額は、600億円と仮定）で算出

（注４）04年度予想の算出におけるリスクアセットおよび繰延税金資産は、03年度実績を使用

２．（６）リスク許容度の向上
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リスク許容度

・ＣＢ転換
・公的資金返済
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・5年間で、県内個人ローンは約8千億円、県内中小企業貸出は約1千億円増加。
・今後も、地元優位性を生かし、県内個人ローン・中小企業貸出に注力。

・5年間で、県内個人ローンは約8千億円、県内中小企業貸出は約1千億円増加。
・今後も、地元優位性を生かし、県内個人ローン・中小企業貸出に注力。

（注１）県内（その他）は、県内の大中堅企業および公共
（注２）県外は、主に大中堅企業で減少
（注３）中小企業：資本金3億円（卸売業1億円、小売・サービス業5千万円）以下または従業員300人（卸売業100人、小売業50人、サービス業
100人）以下の会社

３．営業戦略－主なポイント（１）貸出ボリュームの拡大 Ａ．県内貸出の増強
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＋0.8

県
内
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その他

（年度）

＋0.1

貸出ポートフォリオの推移 (単体ﾍﾞｰｽ)
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・03年度下期より中小企業貸出の増勢が鮮明に。
・今後も中小企業貸出を強化。
・03年度下期より中小企業貸出の増勢が鮮明に。
・今後も中小企業貸出を強化。

（注）中小企業：資本金3億円（卸売業1億円、小売・サービス業5千万円）以下または従業員300人（卸売業100人、小売業50人、サービス業
100人）以下の会社

３．（１）Ｂ．中小企業貸出の増強

△1.55%

△3.53%

△4.83%

△5.95%

△3.23%

△6.26% △6.10%

△4.31%
△3.77%

△0.66%

+1 .55%

△2.06%
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01/1Q 01/4Q 02/3Q 03/2Q01/2Q 01/3Q 02/1Q 02/2Q 02/4Q 03/1Q 03/3Q

-8.00

-6.00

-4.00

-2.00

0.00

2.00

4.00
（％） 中小企業貸出増減率（前年同四半期比）の推移

貸出平残増減率

(単体ﾍﾞｰｽ)

（年度/四半期）
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・03年度の個人ローン残高は、3兆1千億円を突破。
・03年度の個人ローン比率は、39.6％まで拡大。
・03年度の個人ローン残高は、3兆1千億円を突破。
・03年度の個人ローン比率は、39.6％まで拡大。

（注１）個人ローン＝住宅ローン＋アパートローン＋消費資金ローン
（注２）個人ローン比率＝個人ローン末残÷総貸出末残

３．（１）Ｃ．個人ローンの増強（その１）

26.6%
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29.4%
31.2%
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45.0%

個人ローン残高

個人ローン比率

（年度）

（末残、億円）
個人ローン残高等の推移 (単体ﾍﾞｰｽ)

個人ローン増加率
（年率換算）
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・03年度の住宅ローン増加率は、＋13.1％（年率）。
・今後は住宅ローンに加え、住宅ローン以外の個人ローンの増強にも注力。

・03年度の住宅ローン増加率は、＋13.1％（年率）。
・今後は住宅ローンに加え、住宅ローン以外の個人ローンの増強にも注力。

（注）住宅ローンはアパートローンを除く

３．（１）Ｃ．個人ローンの増強（その２）

+16.3%

+14.0%

+10.5%

+8.1%

+7.1%
+4.4%

+13.1%
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住宅ローン増加率
（年率換算）

（年度）

（末残、億円） 住宅ローン等の残高・増加率の推移 (単体ﾍﾞｰｽ)

住宅ローンを除く
個人ローン残高 住宅ローン残高
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３．（２）利鞘の改善 Ａ．預貸金利鞘

・03年度は、貸出金利回りが上昇へ転換。（+0.01％）
・預貸金利鞘は、96年度対比で3.5倍に拡大。（0.32%→1.13%）

・03年度は、貸出金利回りが上昇へ転換。（+0.01％）
・預貸金利鞘は、96年度対比で3.5倍に拡大。（0.32%→1.13%）

（注）対象残高＝国内業務部門の預貸金平残 （なお、有価証券は含んでいない）
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・04年3月の平均貸出約定金利は、97年3月比で都銀比0.369％、地銀比0.165％改善。・04年3月の平均貸出約定金利は、97年3月比で都銀比0.369％、地銀比0.165％改善。

（注）平均貸出約定金利は、各年とも単月の平均値

３．（２）Ｂ．貸出金利回り

※出所：日銀金融経済統計
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・投資型商品販売（投信、年金保険等）を中心として役務収益を増強。
・03年度の役務収益率は14.4%に上昇。
・投資型商品販売（投信、年金保険等）を中心として役務収益を増強。
・03年度の役務収益率は14.4%に上昇。

（注）役務収益率 ＝国内役務収益額 ÷業務粗利益（国内部門、債券5勘定尻 ＆債券ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞﾞ損益調整後）

３．（３）フィービジネスの強化 Ａ．役務収益の推移
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・02年10月より販売を開始した年金保険は、順調に拡大。（02年度：73億円→03年度：471億円）
・手数料料率の高い株式投信と年金保険の増加により、03年度の投資型商品の収益は、48億円に
増加（前年度比+84％）。

・02年10月より販売を開始した年金保険は、順調に拡大。（02年度：73億円→03年度：471億円）
・手数料料率の高い株式投信と年金保険の増加により、03年度の投資型商品の収益は、48億円に
増加（前年度比+84％）。

３．（３）Ｂ．投資型商品（投資信託・年金保険）の推進
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事前に株式会社横浜銀行の許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみ
を目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものでは
ありません。本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく修正又は変
更されることがあります。本資料には将来の業績に関する記述が含まれてお
りますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営環境の
変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。


